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大阪市西成区は,あ い りん地域,釜 ヶ崎 と呼ばれ る日雇労働者街,日 本最大Q同 和地区,在 日コリアンや沖縄県出身者

の集住,高 齢単身者,障 害者,野 宿生活者の多住,そ して零細商工業混在の木造住宅密集地区 とい う,都 市問題,社 会問

題の極めて厳 しい側面を複雑に有 したインナーシティである。本研究の目的はこうしたインナーシティでの新たなまちづ

くりの特徴を以下の3つ の素材から考察することにある。①現代に転回するまちづくりの基礎 となる西成区の戦後のまち

づ くりのプロセスとその系譜,② 全市的な野宿生活者問題の認知が うながしたあい りん地域での新たなまちづ くりの運動

の系譜,そ して③新 しいまちづ くりの動 きの実態分析お よび評価から構成 され る。
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   Nishinari ward in Osaka city intricately fills with, as an inner-city, the very severe side of an urban social problem, that is, 
day laborers district of Airin (Kamagasaki), Dowa District, Korean and Okinawan origin people, single aged, handicapped, 
disabled and homeless people under the mixed land used, low standard residential conditions. In this research, there are three 

purposes. Firstly, demonstrating the historical characteristics of urban rejuvenation of Nishinari ward in terms of software and 
hardware aspect. Secondly, tackling the pioneering rejuvenation practice in Airin area, and illustrating our practice up-to-dated 
under common recognition that the homeless issues are becoming the real urban problem among the Osaka-wide affairs in the 
changing urban scenes of the prevailing homeless people residence not exclusively in Airin but also in the ordinary urban area. 
Thirdly, assessing the on-going rejuvenation works in terms of its outcome with trial and error.

1.は じめに

1995年 に鳥取県米子市のある市民が,娘 の結婚相手が

西成区に住んでいる とい う理由で,西 成区役所に身元調

査を依頼す る「結婚身元調査依頼差別事件」が起 こった。

また1996年3月,大 阪市西成 区の中学生たちが,愛 読

していた少女 向け漫画雑誌 「別冊フレン ド」の大阪を舞

台設定 とした連載で,あ るペー ジのロマ外に西成に対 し

て地域差別 を助長すると思われ るコメン トを見つけ,教

師 に訴える出来事があった。特 にこの後者の事件は,そ

の後西成 区民全体を立ち上げる契機 となる。結局は西成

区民全体が見逃す ことのできない問題 として,雑 誌社へ

の謝罪な どを訴える大きな動きへ とつながっていった。

1996年 におこったこの事件は,後 述す るが,あ い りん地

域注1),同 和地 区の問題,在 日外国人問題,そ して増大 し

始めていた野宿生活者の問題 とも重層 し,区 全体のまち

づくり運動を盛 り上げるひ とつのきっかけとなった。

もともと非戦災木造密集住居の多い地区でもあるため,

物理的な住環境 の劣悪 さに加え,西 成区が抱える人権問

題,社 会問題の実態を見事 に露呈す る一連の事件は,大

阪イ ンナーシティの中で,問 題解決の緊急度の最 も高い

地区との認識 をますます新たに した。 とともに,野 宿生

活者の問題 の噴出も契機 として,3つ の新 しいスタイル

のインナーシティにおけるまちづ くり運動を近年急速に

進展させることになる。①1998年3月,同 和対策特別措

置法以降続いた,30年 間にわたる特別措置法切れ後の,

部落解放運動体の新なまちづ くり運動が展開しはじめた

こと,② あい りん地域における,旧 来か らの労働組合や

宗教団体 中心の運動が,1999年6月 のNPO釜 ヶ崎支援

機構の設立を契機 に,行 政 と連携 した体制が初めて確立

し,公 的政策 が曲が りな りにもスター トし始めたこと,

③ あい りん地域でのまちづ くりといった,従 来想定もさ

れ なかった ような新 しい試みが,様 々なボランテ ィアや
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NPOの 運動体か ら育ち始めたことである。もともとさま

ざま人的,物 的な社会資源 が存在 しなが ら,全 体 として

みれ ば十全に機能 していなかった仕組みが,著 しく改善

されつつ ある。そのきっかけは野宿生活者 問題に対す る

運動 の盛 り上が りであ り,結 実は2002年7月 に成立 した

ホーム レスの 自立の支援等 に関す る特別措置法である。

この機 において,全 市的な問題 として野宿生活者問題 を

認知 させなが ら,同 時にあい りん地域や西成でのまちづ

くりを実践 してゆ くこと,ま たその実践を広 く伝 えてゆ

くことが,今 大阪市にとって極めて重要な課題 となった。

本研究では,い ずれの運動にも実践的に関わっている

筆者 らの体験も踏まえ,西 成 とい うインナーシティのま

ちづ くりが今まで どのよ うな歴史や特徴を有 したかの系

譜 を踏 まえ,現 在ホーム レス問題 を受 けて新たなステー

ジにまちづ くりを展 開させ ている現状の分析,政 策評価

をお こない,ホ ーム レスに関する特別措置法のもと,こ

うした運動を どう実 り豊かに実践 してゆくかを考察す る。

2.西 成区 を中心 としたインナーシテ ィの経済社会的現況

2.1町 丁別分布地図か らみた西成区の状況

図2-1は,い くっかの経済社会的指標 による,1995年

セ ンサス ・データの大阪市の町丁別分布を図示 した。西

成区を中心に見てゆ くと,ま ず人 口密度が高 く,特 にあ

い りん地域を抱 える区内北東部のそれ は市内でも トップ

クラスの密集居住であることがわかる。高齢単身世帯率

について,生 野 区,阿 倍野区,西 成区が高い中,や は り

西成区内北東部は市内で最 も高い地区 とな り,そ の範囲

もかな り広がっているといえよ う。失業者率に至っては,

西成区に接する浪速区南部 と西成 区全域は,市 内の中で

も突出 して高 くなってい る状況がはっき りと見て取れ る。

大阪市人 口全体に占める外国人比率は3.9%で あ り,と

くに外 国人比 率 が高い 区は,生 野 区23.5%,東 成 区

10.1%そ して西成区5.1%の 順である。2000年3月 値で

は,西 成 区で,在 目韓国 ・朝鮮人が6,751人,中 国人が

580人 で,こ の外国人率は西成区の中で も北西部に偏っ

てい るとともに,数 は正確 にはっかめないが,区 内中部

には,沖 縄出身者の集住 もまたみ られ る。 このよ うに西

成 区は,こ うした人々の集住地区の一っ となっている。

住 宅面でみる と,一 人当た りの居住面積が西成区全域

において,市 内で最 も狭小であることが図2-1で 如実に

示 されている。建物構造的にも,も っとも老朽化が進ん

でい ると思われ る民間アパー ト,い わゆる木賃アパー ト

の集積 が特に西成区に高 く見 られ,ま た民営借家長屋率

も生野区や東成 区,東 住吉区な どと並んで,西 成区で も

高い地区が存在することがわか る。また,1970年 以前建

設 された家屋 が西成区では55%で あ るのに対 し大阪市

平均 の38%と,西 成区の住宅の老朽化 は歴然 としている。

この ように,西 成区の住宅は,平 均的には狭小性 と老朽

性 を特徴 とす る。

職業的には,こ れは大阪インナーシテ ィの全般的特徴

にもなるが,技 能 ・労務 ・運輸業な どのいわゆるブルー

カラー層が,同 心円状 に都心部 を囲む形で,た だ阿倍野

区,住 吉区や東住吉区の上町台地部 の扇形 を除いて,敢

り巻いていることが見事に うかがえる。西成区は仔細に

見れば,南 西部では,こ の率は低いが,そ の他の地区で

は市内でも有数の,ブ ルーカラー就労の高い地区である

ことが判 明する。一方で事務職への就業率は非常に低 く,

専門 ・技術職 の分布は,ブ ルーカラー就業率分布の裏返

しになるが,そ の就業は著 しく低いことが読み取れ る。

図化は していないが,た とえば,所 得分布を見てみる

と,西 成区の年 間収入200万 円未満 の層は33.5%と,大

阪市全体20.3%の1.6倍 に達 している。年間年収300万

円以下水準の普通世帯の割合 を区別に比較すると,西 成

区が際だって高 く,人 口の半数以上の52.2%を 占めてい

る。それ に次 ぐのが,生 野区39.8%,東 淀川区38.4%,

平野区37.9%な どであった。このように,西 成区は,大

阪市の中で際だって低所得階層が多い区となっている。

このよ うに,西 成区の経済社会的…現況は,区 内にも相

違は抱えつつも全体 として非常に厳 しい状況に置かれて

いることが判明す るが,次 節で述べるように,こ こに新

たに野宿生活者,あ るいは脱野宿生活者 が区内でますま

す増加 して くることにより,こ の厳 しい状況は激化す る。

とともに,ま ちづ くりとい う観点か らも新たな局面を迎

えざるを得ない事態に立ち至っていた。

2.2野 宿生活者の増加 と関連 した近年の西成区の状況

図2-1の 最下図は,1998年8.月 現在の野宿生活者の区

別,町 丁別を表 したものである。後述す るが,2000年 よ

り始動 し出 した脱野宿のためのいろいろな施策は,基 本

的には図2-1の 野宿生活者の地理的分布 に対応 しなが ら

進 められてきた。なかでも西成区は,そ うした施策の最

大の対象地区となる。

いわゆる貧困問題の現状を把握するには生活保護受給

率 を比較す る以外にない。一般に生活保護受給の資格審

査はきわめて厳 しく,法 律に照 らせば野宿生活者のほと

んどが受給できるはずであるにもかかわ らず適用 されて

いないのが現状である。こうした留保を念頭に置きつつ,

西成区の生活保護の現状を見ていこ う。

人員数でみた生活保護率は,全 国的には10%・弱で推移

し,大阪市全体でも1998年 までは20%・の水準であった。

しか し,大 阪市の場合1999年 以降緩やかに上昇 し始め,

2002年 には29.7%。 にも達 した。この大阪市の数値の上昇

は,明 らかに西成 区や浪速区での数値の上昇に影響 され

ている。西成 区では,1993年 以降生活保護の被保護が急

増 してお り,と りわけ1999年 以降の上昇傾向は著 しい。

被保護人員の保護率の推移で見ると,80年 代後半から



1992年 頃までは50%・ であったのが,そ の後上昇に転 じて

1999年 には約86%・ へ と上昇 し,2002年 には128.8%・ にま

で達 した。

2002年4月 の大阪市生活保護の現1状を示したのが表2-1

である。西成区の被保護世帯数は,大 阪市立更生相談所(以

後,市 更相)分 を含めて18,268世 帯で,こ れは実に大阪市

全体の被保護世帯の30.9%に 相 当する。また,被 保護人員

数は,同 じく市更相分を含めて20,362人 で,大 阪市全体の

26.2%を 占めた。人員の保護率では,西成区の128.8%・ で,

大阪市平均29.7%・の4.3倍 となっている。また,2位 の浪速区

62.0%・と比べて も2倍 以上もの大きな差がある。

表2-2は,西 成区の生活保護受給世帯の構成であるが,

被保護世帯に占める65歳 以上の高齢者世帯の比率も高 く,

2002年 には64.1%に まで達 した。5年 前の1996年12月

当時の52.6%に 比べ11.5%も 増加 した。

次に区内の被保護率をみると,表2-3の ように北東部の

今宮,山 王,萩 之茶屋,天 下茶屋,北 西部の長橋,松 之宮,

中部の弘治などでは,被 保護率が著 しく高くなっている。

この区内の地域別相違の要因は,一 っは北東部にあいりん

地域が存在するためであり,日雇労働者 の高齢化が進み,ま

たバブル経済崩壊以降の不況の中で 日雇労働市揚での雇

用が減少 し,中 には野宿生活 に陥る者も多 く,ま た生活保

護の対象となる者 も多いか らである。加 えて同和地区をは

じめとしていくつかの地域で低家賃住宅力樒 集 して存在す る

ため,様 々な生活困窮要因を抱えた世帯が流入 し生活保護

の受給に至る傾向が強いためである。

この ように西成 区は,同 和地 区住人,外 国人,沖 縄 出身

者など社会的特徴 を持った人々に加え,目 雇労働者,野 宿

生活者,生 活保護受給者,福 祉の課題を持つ高齢者など社

会的援護 を必要 とする多くの人々が暮 らしている(表2-4,

2-5)。数字の上で,深 刻な問題を抱えている西成 区におい

て,最 近の脱野宿生活者の生保受給が可能になったことで,

特に保護率の著増 とい う地域の激変も体験している。このよ

うに問題が深刻なだけに,問 題にアタックする様々なまちづ

くり,人,金,プ ログラムが仕掛けられてきたことも事実である。

次の第3章 では,1990年 代前半までの同和地区を中心 と

するまちづ くり,お よびあい りん地域のまちづくりを,ハ ー

ド面重視の整備期 と特徴づけなが ら歴史的にその系譜 と

特徴を考察 し,第4章 では,1990年 代後半の野宿生活者

をターゲッ トにした支援事業の急速な展開が,ソ フ ト面を

重視 した今までに例 を見ないよ うなまちづくりを生み出

すに至った経緯を明 らかにす る。

3.西 成区のまちづ くりの系譜 と特徴

3.1戦 災復興事業からあい りん体制,同 対法時代まで

ハードなまちづくりの観点からは,戦 災復興事業の果たした

役割が非常に大きかった。1945年3月14目,第1回 目の

大阪大空襲により,写 真3-1の ように釜ヶ崎地区はほぼ焼



失す る。あい りん地域 とい う範域では,そ の西半分が焼

失 した。西成 区全体では,北 部がほ懐全域 と中南部が部

分的に焼失す る。区域 のほぼ20%強 が被害を受けたが,

戦災復興事業は北部の萩之茶屋,元 木津 と南部の天下茶

屋,玉 出の4工 区に分かれた。 ほぼ全焼 した浪速区とそ

の南辺 で区境 を接す る西成 区北部が連担 して焼けて しま

うが,浪 速区,西 成 区北部 といった戦前の大阪市の名だ

たる 「スラム」は焼失 したのである。

戦災復興事業は,釜 ヶ崎方面で は萩之茶屋工区,同 和

地区方面は元木津工区 として,前 者は1949年,後 者は

1950年 に設計認可が下 り,工 事着工 される。事業そのも

のの進捗度は,前 者工区に20%ほ どの遅れが生 じていた。

1960年 代初頭での建i物の復興にっいては,写 真3-1の

1948年 の事業施工以前 と,1960年 の事業途上の状況を

比較 してみ よう。両地区とも,区 画整理が入 り,ほ ぼ現

況の道路,街 区や公園等の完成力弐見て取れる。ただ萩之

茶屋工区では建物の移転が順調に進んでいないときであ

った。それは現あい りん総合セ ンターの立地す る街 区の

整備 とも深 く関係 しているが,こ の時期,両 工区の間で,

ある点では同 じ政策系統であ りながら,運 動論,政 策の

あり方では決定的に異なる対処 が見 られたのである。

同 じ政策系統 とい う観点か らす ると,1960年 代初頭は,

60年 の住宅地区改良法の施行 と関連 して,ス ラムク リア

ランス,住 宅改良事業への関心が一気に高まり,同 時に

同和地区の住環境改善がこの改良法により,大きく進みだす

という時期 にあたった。そしてスラムへの注視が,こうした都市

計画行政 と,社 会福祉行政で大 きく接点を持ち,西 成区

の同和地区では,同 和事業が一挙に進展 し始めた。一方,

釜 ヶ崎では,社 会福祉 と労働行政,治 安対策 とい う色合

いが濃 く出 され,ド ヤスラムの改善 とい う形で,都 市計

画行政 の視野にも入 るようになったのである。そ してち

ょうどこ うしたスラムへの注視が高揚 し始めた ときに,

1961年8月 の暴動 が釜ヶ崎で発生す ることになる。

表3-1に あるように,暴 動発生 の1年 前 より民生局主

導で,戦 後は じめての行政施策力弐,西 成愛隣会の結成な

ど通 じて着手され,そ れは暴動翌年 の愛隣会館,愛 隣寮

の開設になどにつながる。同時に暴動によ り,多 くの一

連の施策 が一挙に動 き始めた。

ここで注 目すべきことは,1960年 ごろに,ス ラム とい

う表現が急に現実味を帯びて着 目され始 め,急 速 に釜ヶ

崎およびその周辺 に政策 として集中 したことである。そ

の過程で,同 和地 区事業が別系統に明確 に切 り離 され,

スラムクリアランスとい う事業のターゲ ッ ト地区は,釜

ヶ崎お よびその周辺 に収敷 して しま う。そ して当時の最

終局面が,表3-1に あるよ うに1970年 のあい りん総合

センター と,翌 年の市更相の登場 にあった。ここにあい

りん体制が完成 し,あ い りん地域が登場す る。

一方 ,運 動論的には,同 和地区の住環境改善事業は,

西成の同和地区が先陣を切る。戦後の同和事業について

は,大 阪市は全国的に最 も早い立ちあが りを見せ たが,

特に大阪の同和事業の礎 を西成を中心にして築いた松 田

喜一 を先頭に,そ の運動拠点として西成地区に文化温泉

を1955年 に作 り,収 益はまちづくりに廻す と言 う,全 国

の同和地区のモデル浴場 として名 を知 らしめる。 そして

多 くの運動がここを根城に発展 していったのである。

この運動は57年 に住宅要求期成同盟力§発足につなが

り,住 宅要求運動による住環境改善運動が本格化 してゆ

く。 もともとは1950年 くらいか ら西成区内の不法占拠



のバ ラックが,55年 に都市計画による退去命令を受けた

時点で,こ こか ら住宅要求闘争56年 秋 に起 こり,結 果

として58年 度80戸,59年 度 に72戸 獲得,住 民の立ち

上が りがなかったら,住 宅は建設 されなかっただろ うし,

単なる立退 きで終わったかもしれないものであった。この手

法が市内各地の同和地区で踏襲 され,目 に見える成果 を

得 るようになる。そ して1960年 の住宅地区改良法,1969

年の同和対策事業特別措置法の制定を契機に してはずみ

のついた住環境の大々的改変期 において,ま ちづくりと

は,施 設づ くり一色で塗 り固め られてい くことが主流 に

なる。西成での施設建設の推移については表3-1を,公

営住宅建設推移については,図3-1を 見ればわかるよう

に,1960年 代に住宅建設は続々と進展 し,1969年 の同

対法以降の70年 代前半までは着実に建設 され,施 設配

備 も表3--1の ように70年 代 を通 じて一一esして進 められた。

では一方の釜 ヶ崎,あ い りん地域のほ うは どうであっ

たろうか。住環境改善に対する行政の介入 という点では,

表3-1の ように,1970年 のあい りん総合センター とともに

建設 された萩之茶屋市営住宅の342戸 のみで終了し,一

方西成区の同和地区ではほぼ2,000戸 以上建設の公営住

宅 に比べると大きな差が生まれた。逆に政策的には,当

時の釜 ヶ崎分散論,あ るいは単身男性労働者 の街 とす る

釜 ヶ崎 「純化」論,即 ち,家 族持ち労働者の釜 ヶ崎外へ

の居住の誘導によ り,そ もそも低家賃住宅 としての公営

住宅 とい う形での住環境整備は,萩 之茶屋住宅の建設が

あい りん総合センター とい う目玉事業に付随 しただけで

あった。それ以降のあい りん体制の視野にはなかった。



単身男性 目雇 労働者 の居住 とい う,既 成の住宅政策の体

系ではな じまない問題 は,釜 ヶ崎,あ い りん地域の場合

は,民 間活力による簡易宿所の増強 と言 う形で,「 解決」

されて ゆく。

表3-2の 下欄 は,1992年 当時のあい りん地域における,

簡易宿舎の建設年度 を示 した もので ある。注 目せねばな

らないのは,1965年 から74年 の10年 間に最初の建設

のピークがある。 こうした建設の ピークの前期にあたる

1968年 の状況は,そ のほとん どが木造2階 建てであった

が,こ の当時すでに鉄筋3階 建以上が,46棟 登場 してい

る。1970年 の万博前 の建設需要による大量 の労働者の釜

ヶ崎への流入は,い ままでの ドヤの追い込み式 のつめこ

みではもはや対処で きず,い わゆるマンモス ドヤでの狭

小個室供給 とい う形 での 中層化が開始 され る。

1985年 か らわずか5年 の問に,再 び簡易宿所の建築,

建替えラッシュが見 られる。関西国際空港の建設な どの

大型プロジェク トを背景に した ドヤの高級化,ジ ェン ト

リフィケーシ ョンが大々的に進行す ることになる。それ

は当地域 の景観 を一変 させた。1992年 の階数の分布から

も,一 挙に高層化 したことが見て取れ る。 「万国博 で建設

ブームになった ころ 『たたみ一畳でもいいか ら,ど ん ど

ん部屋 を作ってほ しい』 とたきっ けた市のおえらがたも

いた」(読売新聞1980年11月15日)と い う簡宿経営者の

述懐か らも,少 な くとも住環境整備 とい う建造環境の生

産,維 持に関 しては見事なまでの民間活力 に委任状態だ

った。景観 とい う観 点か ら見 る限 り,旺 盛 な民間資本に

より生産 されたのが,釜 ヶ崎,あ い りん地域の実態であ

る。政策的 に山谷 を弱体化す るようにつ とめてきた東京

との選択 とは対照的な空間的結果を生み出 したのである。

3.2同 和地区でのまちづ くりの転回

このように,国 道26号 線をはさんで,あ い りん地域 と

西成の同和地 区は,少 な くとも,居 住か ら見た建造環境

の生産 とい う点では,対 照的なプロセスを歩んだ。インナ

ーシティにおける,か たや公的セ クターによる住宅供給を

受け,か たや民問セクターにおける労働者用の居住空間

が,簡 易宿所 のジェントリフィケーションという形で行われた

と言 える。しかしながら,その成果は,西 成差別の根強い働

きによ り,そ して行政側 もこれ を同和行政 として,あ る

いは簡宿経営者に委任 とい う形で,特 殊化 して しまい,

一般的なまちづ くりの回路から積極的に評価 されない結

果 を招いて しまっていた。

しか しなが ら同時に,両 地区 とも,そ れまでのまちづ

くりを根本的に見直 さなければな らない事態に1990年

代に直面す る。西成の同和地区のでは,1978年 に大規模

な面的改造 は困難であるとい う委員会報告 を受け,実 際

に図3-1に もあるよ うに,70年 代まで とは対照的に,80

年代 にはい り,住 宅,施 設供給 ともほぼス トップ して し

ま う。既存のクリアランス方式では対応 できない中,こ

うした事態 を打破す るために,1992年,市 の同和対策推

進協議会は,早 急な検討方策を市に求 める。ここで大き

な発想 の転換が生まれ る。すなわちイ ンプルー ヴメン ト

型への事業手法の変更であった。これは,96年 になって,

大阪市老朽密集市街地開発事業,イ ンナーシテ ィの住環

境改善の切 り札 として,こ の西成の同和地区お よび,生

野区南部 に導入 されることになる。78年 に開発手法が見

当た らないとい う委員会報告で動 きが鈍っていた西成の

まちづ くりが,こ れで大きく転回す ることになる。

以後,矢 継 ぎ早 に手が打たれ出す。表3-1で は福祉関

連施設が,そ して図3-1で は公営住宅の建設が再び着手

されていることがわかる。1994年 に結成 された 「西成地

区街づ くり委員会」が中心 となって,97年3月 の同対

法以来の同和時限立法が終了す ることを視野に入れなが

ら,抵 抗闘争 ・既得権益擁護から,条 件 闘争・具体的提案

をもっての介入,画 一的マニュアル通 りのまちづくりか

ら,多 様性を逆手にとって豊かさに転換 をはか り,ま ち

づ くりは西成 とい う西成ブラン ド化 をめ ざし,そ れがは

っき りと西成で打ち出 されることになる。

それ以降,西 成街づ くり委員会を中心 とする,研 究集

会な どの開催や,ま ちづ くりの支援 など通 じて,ハ ー ド

なまちづ くりに関 しては,よ うや く公営住宅だけではな

い,多 様な住宅供給の選択,た とえばコープラティブハ

ウス,一 戸建て住宅の実現,老 朽住宅の共同建替えな ど

が着手され,さ ま ざまなアイデアが盛 り込 まれながら,

イ ンナーシテ ィの今後のまちづ くりのあり方をさぐる先

頭 を走 り出す。

確かに,既 述 したよ うに失業率 も生活保護率も図抜け

て高 く,高 齢単身者,障 害者,住 宅困窮者 が極 めて多い

とい う現状の中で,西 成のまちづ くりは,福 祉 の面でも

先進的に進まざるを得 ない状況にあった。高齢者,障 害

者の自立,就 労支援,食 事サー ビス,デ イサービス,訪

問看護や ショー トステイなどの様々な介護サービスを発

見 し先取 りし,公 的サー ビスこそが魅力的であるような

仕組みを作 り上げ,か つボランティアバンクなどで市民を草

の根的に養成 してゆくとい う回路を生み出しはじめた。

3.3あ いりん地域での転回

一方
,あ い りん地域での転回は,西 接する同和地区の



動きか ら大 きく遅れることになる。表3-1で は,70年 代

以降ずっ と,あ い りん地域での政府部門か らのハー ドな

政策的反映が欠落 してが,実 は表4-1の よ うに,運 動面

や ソフ トな政策面に着 目すれば1990年 代後半に大きな

転換期を怒涛 のごとく迎える。この表4-1は,1993年 以

降の野宿生活者支援関連の出来事を,経 年別,組 織体な

どの系列別 に分けて整理 している。 この野宿生活者への

運動や施策 の急進展が,あ い りん地域の既存 の運動や施

策のあ り方 に大きな影響を及ぼ したのである。

野宿生活者 の激増 を受けて,大 阪市が本格的に当該問

題に取 り組み始 めたのが,表4-1に 記 した1998年5月

に設置の 「大阪市野宿生活者 問題検討連絡会」であった。

同年8月 に大阪市全域全数調査 とい う前代未 聞の大規模

調査 の結果,発 表 された8,660人 とい う数 は衝撃的で,

拠点地域 を中心に調査 された同時期の東京都23区 内の

4,300人 をはるかに超え,ま たその分布 も図2-1に 図示

したよ うに,全 市的 に広が るものであった。その後の小

渕首相への磯村市長直訴な どを通 じて,国 の方 もやっ と

動き出す ことになる。翌1999年2月 には第1回 の 「ホ

ーム レス問題連絡会議」が開催 され ,関 係 自治体と国が

同 じテーブルで対策について協議をはじめる。同年5月

には 「ホームレス問題に対する当面の対応策 について」

が出 され,そ の後 のホーム レス支援事業は,問 題含みな

が らこの対応策 にそって進 められる。財政的には同年11

月の 「緊急地域雇用特別交付金」を充当,そ して翌2000

年6月,野 宿生活者の 自立を支援す るために 「ホーム レ

ス 自立支援事業実施要綱」 として正式に政策化 される。

1999年5月 に大阪市は 「大阪市野宿生活者対策推進本

部」を設置 し,早 速8月 には巡回相談事業を大阪市生活

保護施設連盟 に委託 して,市 内全域の野宿生活者へのア

ウ トリーチ をかけ始める。また同年11月 からは,大 阪府

全体 に142億 円出された緊急地域雇用特別交付金 を利用

して22億 円の大阪市分に関しては,あ い りん地域内の

生活道路清掃や大阪市内各区の清掃やペ ンキの塗 り替 え

な どの就労提供事業を,1999年6月 に設立 されたNPO

釜ヶ崎支援機構に委託 して行 うことになった。

仮設一時避難所の設置 については,い ずれ も大阪市単

独事業であるが,2000年4月 に,後 述す るあいりん総合

センターの夜間開放,臨 時生活ケアセンター開設,大 テ

ン ト獲得 「闘争」の最終到達点 としても位置づけられ る

あい りん臨時夜間緊急避難所が,通 称三角公園横の南海

線跡地の市有地に600床 レベルで開設 され た。2000年7

月に大阪市 は,450以 上の野宿生活者のテン トが存在す

る長居公 園に開設することを表明,12月 の開所の前後に

あたって,周 辺住民や支援運動体,当 事者の間で,開 設

の是非 をめ ぐり多 くの運動,意 見が巻き起 こる。恒久的

な施設 とす ることへの周辺住民の反対の強 さもあ り,過

渡的な3年 間限 りの施設 としてスター トした。翌2001

年12月 にも,250強 の野宿生活者のテン トがあった西成

公園において,西 成仮設一時避難所が開設 される。

目玉の 自立支援センターの開設 については,大 阪市が

事業主体 となり,運 営は社会福祉法人に委託 して,2000

年度に3ヶ 所の自立支援センター,お およど,西 成,淀

川 と年内にあいっいで開設 され た。また同時に大阪府 に

よって,3ヶ 所の 自立支援セ ンター入所者を対象 とした

「野宿生活者常用雇用促進事業」 も,上 記の特別交付金

を用いて始 められた。後述す るが,こ れ らの就労事業は,

地区内の運動体が,高 齢者就労 を主眼 として,1994年 に

行政要求 して獲得 した 「高齢者特別清掃事業」の就労枠

の拡大でもあった。そして,昨 年度に民主党か ら提案 さ

れた 「ホー ムレスの 自立の支援策等に関す る臨時措置法

案」に続 き,2002年7月31目 には,「 ホーム レスの 自

立の支援等 に関す る特別措置法」が成立する。

以上が政策系列の近年の流れであるが,画 期点はやは

り旧厚生省が出した1999年5月 の 「ホームレス問題 に

対す る当面の対応策」であり,そ れ以降は大阪市でま さ

しく急展開 していった といえよ う。 こうした政策的な流

れを押 さえた上で,次 章では運動系列の流れを,野 宿生

活者支援 とい う観点から整理 してみよ う。

4.野 宿生活者の自立支援活動とまちづくり運動の新展開

4.1既 往の支援運動体の系譜

野宿生活者 の問題は,特 にあい りん地域が固有に抱 え

る問題 として長 らく存在 してきた。同時に,当 該地区の

問題が深刻なだけに,逆 に多 くの社会的人的資源が,こ

の問題の地域に入 り込み取 り組んできた。あい りん地域,

釜ヶ崎の場合には,あ い りん体制 とい う特殊 な地域コント

ロー一ルのもと,図4-1の ように,あ い りん地域,釜 ヶ崎を拠

点に,労 働組合,宗 教団体,福 祉施設,ボ ランティア,NPO,

市民運動家たちが,実 に多 くの活動を展開してきた。

しか しあい りん体制は,施 設収容保護 を基本に,高 齢,

障害 をもつ労働者の福祉を進めて きた し,生 活保護 も,

簡易宿所を居宅 と認めていなかったために,せ っかくの

居住空間も労働者が稼働能力を失えば,退 居せ ざるを得

ない状況にあった。釜 ヶ崎生まれ,育 ちもいない し,あ

い りん地域で亡 くなることが,行 路病人 として,病 院か

施設での収容保護で転々 とするか,あ るいは行 き倒れで

死亡 してしま うことが,多 くの事例であったことを考え

ると,一般的なまちづくりの手法を適用することなど,想 定も

されていなかった。皮肉にも市内にあふれ出る野宿生活者

問題が,あ い りん地域だけの問題 ではなく,大 阪市全体

の深刻 な都市社会問題であるとい う認識を生みだ し,今

までのまちづ くりの閉塞状況に一定程度打開できる兆 し

が見えてきたのである。

日雇労働者のみならず,野 宿生活者への支援 とい うサ

ー ビスは,長 らく炊き出 しや夜回 り,越 冬闘争,街 頭相



談,生 活相談な ど多 くの活動が,労 働運動団体や宗教団

体を通 じて行われてきた。炊き出しについては,1975年

12月 か ら 「釜ヶ崎炊 き出 しの会」が毎 目四角公園で行 っ

ている。 また 「釜 ヶ崎 日雇労働者の仕事 と生活を勝ち取

る会」は,三 角公園で週2回 の炊 き出 しを続けている。

また野宿生活者への夜間のア ウ トリーチ とも言える夜回

りは,1987年 頃か らキリス ト教イエズス会の旅路の里を

拠点 とし 「木曜夜まわ り」 として定着 し現在に至ってい

る。 ここでキ リス ト系団体が一 同に集った釜ケ崎キ リス

ト教協友会の存在は大きかった と言える。

またこの炊 き出 し,夜 回 りな どは,年 末年始 において

「越冬闘争期間」として集 中して行われている。1970～

1971年 の 「仲間による仲間の為の越年対策」として始ま

り,以 後毎年継続 され,主 催は釜ヶ崎越冬闘争実行委員

会で,南 港の臨時宿泊所 に入 らずあい りん地域 に残る野

宿生活者たちを中心に,炊 き出しや夜回 り,越 冬まつ り

などが企画 されている。 またこ うした団体による生活相

談,街 頭相談も行 われるようにな り,旅 路の里での週2

回の生活相談 目の設定や,同 様のサービスは,聖 フラン

シスコ会のふるさとの家 においても行われている。また

あい りん地域 を基盤 とす る労働組合の本部のある釜ヶ崎

解放会館は,住 所を持たない野宿生活者な どの設定地 と

して開放 されていたことも,選 挙権や居宅保護 との関係

もあって特筆すべきことであった。

一方で,こ うした危急の状況にある日雇労働者や野宿

生活者に対す る支援サー ビスを提供する義務を有 してい

たのが市更相である。あい りん体制を維持 している中枢

機関であるが,こ こ数年来の野宿生活者の急増により,

その機能に十全に働かなくなっていることは事実であっ

た。なぜ,市 更相が存在 しなが ら,炊 き出しや夜回 り,

生活相談な ど,ボ ランテ ィアや宗教団体,労 働組合 によ

り,代 替的に献身的に長年行われ てきたのであろうか。

そもそも市更相の任務 自体が,目 雇 労働力の再生産に

あり,野 宿生活に移行 した人,あ るいは自助的に野宿生

活を継続す る人にとってふ さわ しい業務 を提供するよう

には仕組まれていなかった。その意味で,野 宿生活者は,

公共セクターカ弐提供す るこうした社会資源をうま く利用

できなかった し,そ うした野宿生活者に対するセイフテ

ィ ・ネッ トは,そ れこそ最悪行路死亡 とい う形で しか処

理されないよ うな,ま ったく脆弱なもので しかなかった

のである。その穴埋 めを民間のボランティアや労働組合,

宗教団体が,30年 近 く行 ってきたのである。

4.2あ い りん体制 と大阪市立更生相談所

市更相は,大 阪市立更生相談所条例により 「あい りん

住民の福祉の向上を図るため,労 働者 を対象とした各種

の相談 ・保護事業 と,環 境改善の事業 を行 う機 関」であ

ると定め られている。 「あい りんで住居がないか,ま た明



らかでない,単 身の要保護者」に対す る施設入所や入院

な どの相談や保護の決定 ・実施 のために,こ のあい りん

地域にのみ,西 成区福祉事務所 とは別に 「大阪市立更生

相談所」が設置 されているのである。福祉事務所は,地

域 内の居住者 を対象 とした実施機関,居 宅保護,収 容保

護 のどち らで も行 うが,更 生相談所は収容保護のみの片

肺 しかない。 こうした生活保護 の実施機関は他都市に例

をみない,あ き らかにこの地域独 自の施設である。

戦後混乱期か らつ い最近までその独 自さが維持 され続

けていたのは,高 度経済成長やバブル経済の存在にあっ

たこ とは事実である。それはた とえ日雇労働者 がけがや

病気 などで施設入所 をしても,そ の状況が回復すれば,

また現場復帰できるとい う好循環がたえず働 き続 け,簡

易宿所や飯揚がそ うした循環を強 く支えてきた。

あい りん地域のまちづ くりといった観点から,今 まで

の状況 を振 り返ってみると,労 働者は,生 活 に必要なこ

とを必要な とき必要なだけ,こ のあい りん とい う空間を

利 用す ることで納得する傾 向が強かった。またこ うした

労働者 を支え再生産 してゆくさまざまなあい りんの社会

資源 そのものが,労 働者の生き方を支えた り,効 率 さ,

簡便 さにかたよった性格 を,物 理的にも社会的にも有 し

ていた。野宿 に至 り,あ るいは病気 ・けがにあ う困窮者

に対 しても,市 更相 を通 じた収容保護体制は,受 け皿 の

施設を大増加 させフル稼働 させ,多 くの人を保護 し生活

を支えることで,対 処 してきた。そ して施設で稼動能力

をな くし,幸 いに退所できても生活困難に陥った場合に

は,あ い りんの空間は,彼 らの最後の防波堤 にはな りえ

て も,姿 を消 してゆ くことになん ら手を差 し伸べない と

い う過酷 な空間であ り,そ れがあい りんに封 じ込まれて

きた限 り,も っ とも有効な対処方法であったのである。

4.3運 動の大転換

しか し状況は1990年 代中ごろから厳 しくなり,激 増

す る野宿生活者 に対す るセイフティ ・ネ ッ トがまった く

ない中,あ い りん地域内でも以前に増 して野宿生活者 が

あふれか える。そ してそこで動き出 したのが,表4-1に

ま とめた1994年 ごろからの様々な,日 雇労働者,野 宿

生活者へ の支援活動であった。運動系列別に整理 をして

い るが,1990年 代半ばに注 目してみる と,1993年 に発

足 した 「釜ヶ崎就労 ・生活保障制度実現をめざす連絡会」

(反失連)の 活動は後に大きな影響を与えることになる。

あい りん対策 としては,実 質的に,1970年 事業開始の

年末の臨時宿泊所提供 とい う越年対策事業,同 年の大阪

社会医療センターの開設,翌1971年 の夏期 ・冬期一時

金支給以降,な が らく新規には打ち出 されていなかった。

その中で1990年,新 今宮小 ・中学校跡地 に利用に関連

した 自彊館の救護施設三徳寮に敷設された生活ケアセン

ターの運営(巡 回相談と14日 以内の短期宿泊)補 助が,久

方ぶ り'の事業であった。上記反失連の要求行動に対 して

最初の行政の反応は,表4--1に もあるように,1994年 末

か らのいわゆる特掃,大 部分が野宿生活者 あるいは経験

者用の高齢労働者ための就労事業 としての,あ い りん総

合セ ンターフロアー とあい りん地域内生活道路の清掃事

業の獲得であった。公的にも私的にも就労確保の事業は,

この後 もこの事業の量的拡大で しか実現 されていないが,

行政側から具体的な事業を引き出す大きな一歩であった。

府庁,市 役所への反失連の野営闘争 をバ ックにした要

求行動を積み重ねながら,1998年6月 のあいりん総合セ ン

ターの夜間開放 の獲得,2ヵ 月後にはいわゆるシェルタ

ーに当たる三徳寮 に臨時のケアセンター開設などと,寝 床

の確保,最 低限のシェル ターが獲得 されることになる。

就 労,シ ェル ターに関す る反失連の目立った動きの一

方,あ い りん地域 に加 え,市 内各地の公園に居住する野

宿生活者 に対する,釜 ヶ崎医療連 をはじめとするボラン

ティア組織のア ウ トリーチが活発 とな り,街 頭相談,医

療・健康相談,そ して居宅保護へ とつなげる,大 阪市の野

宿生活者 にとっては生活保護受給の権利が,こ うした街

頭でのボランティア活動によ り獲得 されることになる。

その中での佐藤訴訟などの市更相の収容保護政策に異議

を唱えた裁判闘争 も支援 された。

また簡易宿所の経営者も,1997年 ごろからの空室増加

に危機感 を抱 き,高 齢で稼働能力 を失ってゆく人々に居

宅保護で生活の継続を保証す るために,居 宅保護が認め

られ ていなかった簡易宿所か ら,ア パー ト,マ ンシ ョン

への転換をはか り,そ うした高齢者を受け入れてゆくこ

とになる。また1999年6月 には,「 空き室2000室 活用

プラン」を簡宿組合が市に提案する。大阪市がこの2000

室を借 り上げて,野 宿生活者の一時避難のシェルター,

あるいは救護施設的な,ま たは就労支援の準備のための

自立支援センターの ような役割 を持たせて活用してほ し

い とい う提案であった。この提案は大阪市の受け入れる

ところにはならなかったが,こ の芽は後述する,ひ とつ

はサポーテ ィブ ・ハ ウスの登場へ とっながってゆく。

このように,1994年 か ら99年 にかけて,多 くの運動

が多彩に繰 り広げ られ る。 こうした草の根 的な運動の盛

り上が りの背景 には,歴 史的には,1995年10月,道 頓

堀に投げ込まれて亡 くなった野宿生活者の藤本 さんの事

件を通 して,野 宿生活者 の人権 が支i援運動体やマスコ ミ

を通 じてクローズア ップ されたこと。また冒頭に記 した

1996年2月 の別冊フレン ド事件を通 じて,部 落解放運動

と,日 雇労働者 ・野宿生活者の支援運動体 との本格的な

結びっき力弐生み出されたことであろ う。 もちろん,こ の

流れは,1983年 横浜 ・寿で野宿者が少年たちに襲撃 され

殺 されたことを契機 に,「釜 ヶ崎差別 と闘 う連絡会」が結

成 されたことに素地を有 し,一 時途絶えかけていたが,

1996年11月 に,「 野宿者 と釜ヶ崎労働者 の人権を守 る



会」が新発足することに直接 関連する。部落解放同盟の

地域共闘 とい う側面 も含みつつ,釜 ヶ崎の主要 な運動団

体や大学関係者や地元の教員などを巻き込んだ。ほぼ全

く交流のなかった,あ い りん地域の西隣の西成地区での

まちづ くりの運動や経験 と接点 をもちは じめるよ うにな

り,あ い りん地域,釜 ヶ崎のまちづ くりといったアイデ

アが芽吹いてきた ことも重要であった。3回 開催 された

の釜 ヶ崎フォーラムでは,釜 ヶ崎,日 雇,野 宿,人 権,

まちづ くりとい う回路をは じめて明示 した。

ほぼ同時期の1997年9月 に設立 された釜ヶ崎居住懇

は,1996年 の トル コでのハ ビタッ ト会議 に触発 されたも

のであるが,98年12月 に 「緊急ア ピール:野 宿をな く

し,人 間居住を実現す るための緊急策 と抜本策」を打ち

出す。地域 まるごとの再生をめざすまちづ くり運動であ

り,あ い りん地域 において,フ ォー ラムや ワークショッ

プを実施 し,構 成する住民層の暮 らしを再建 する方向で

のまちづ くりビジ ョンをさぐり,あ わせて事業化 を促進

す る,と い う目的でもって,1999年10月 に 「釜 ヶ崎の

まち再生フォー ラム」を結成する。そ して最大の画期は,

1999年6月 のNPO釜 ヶ崎支援機構の設立であった。

前者は,伝 統的に労働運動への偏重,前 面に出溺ちな

簡易宿舎の営利主義,行 政機 関の官僚的閉鎖主義 とい う,

あい りん地域の三っ巴構造を解放 した組織 として,ま ち

づ くり運動の観点か らは先頭 を走ることになる。後者は,

今 まで敵対 関係で しかなかった行政をあい りん地域でバ

ックア ップ(時 には要求示威行動 も)す る最初のNPO

として,前 例をみない組織 となる。今までは,寄 せ場 と

い う狭い共 同空間であるにもかかわ らず,労 働者団体や

ボランティアたちと,簡 宿 などの業者団体や町内会組織

との距離は地球の裏側 と同 じくらい遠かったのである。

また,釜 ヶ崎反失業連絡会 の代表に加 えて,あ い りん地

域 に関わ りの深い福祉団体 の長や町会の代表,野 宿生活

者 の人権問題 に関心 を寄せる研 究者が,NPOと い う一つ

の組織に名 を連ねたこと自体,一 年前には誰も想像 し得

なかったとい うような,ま さに激動の1999年 であった。

5.野 宿生活者 自立支援事業の実態とまちづくり

5.1支 援事業の実態とまちづ くりの第一歩

表4-1か らは,1990年 代後半,1996年 か ら98年 に運

動が先んじて,1999年 に政策が後追いを し,不 十分では

あるがその政策の結実が2000年 以降に具体的な形にな

って続 々と誕生 してゆく,左 上か ら右下への進行プロセ

スが見て とれる。 あい りん地域 だけをみても,図4-1の

よ うに,近 年登場の新たな施設やサー ビスが集中立地 し

てい る。特に 自立支援センターや,民 間主導のサポーテ

ィブ ・ハ ウスでの実践は,今 後の野宿生活者の 自立支援

の事業の根幹をなす だけでなく,そ れ らが立地する地域

の今後のま ちづ くりにも大 きな影響 を与 えることになる。

図5-1は,現 時点におけるあい りん地域を中心 とした

まちづ くりのシステム と生 じる課題にっいて図示 したも

のである。「旧来のシステム」として囲った部分は,最 近

までのあい りん地域の状況であった。就労を失 うと,セ

イフティ ・ネ ッ トは,市 更相を通 じて,病 院や施設入所

の施設収容保護 しかなかった状況 を描いている。 さもな

くば野宿,最 悪行路死亡 とい うよ うな苛酷 な条件で,こ

の地域 で天寿をまっ とうできるよ うなまちづ くりの足場

は見 出せ なかったのである。 ところが,「 最近のシステ

ム」の範囲では,旧 来のシステム も含みこみながら,野

宿生活者をア ウ トリーチにより脱野宿 させ る機構が出現

し,そ してそ うした脱野宿 を受 け入れる さまざまな施設

の登場,自 立支援セ ンターや ケアセ ンター,シ ェル ター

や,居 宅保護 を許可する福祉事務所の機能がようや く働

きは じめ,サ ポーテ ィブ ・ハ ウスや,民 間アパー トへの

居住力弐進み始めた状況が見て取れ る。

またこ うした活動を支える大部分は,NPOや 多くのボ

ランティアに負っている。NPO釜 ヶ崎支援機構は,公 的就

労事業の請負のほかに,図5-1の 範囲で見れば,大 テント,

シェルターの管理 ・運営,相 談事業,居 宅保護へのつなぎ

の役割を果た している。アウトリーチ,相 談,居 宅保護への

つなぎは釜ヶ崎医療連 をは じめ としてい くつかのボラン

ティア団体 も行 っている。NPO元 気百倍ネ ッ トは,要 介

護の 日雇労働者 を,ヘ ルパー資格を取った 日雇労働者が

介護 するとい ういわゆる釜釜介護 をあい りん地域で試行

した。また 自立支援センターの就労退所アパート自立者に

アフターフォローの訪問事業 も実施 している。またあい り

ん地域 に基盤 を置 くつきみそ うの会では,居 宅保護を受

けた単身高齢者 自身たちがお互いの支え合いを育む活動

を行ってお り,あ い りん地域に程近い ところで事務所を

構えるさつ きつつ じの会 も,ほ ぼ同様の活動内容 を有 し

ている。作業所 も立ちあげ,2度 と野宿に戻らないよう

当事者のエンパ ワー もめざしている。釜ヶ崎地域の高齢

者をささえる会では,サ ポーティブ ・ハウスの経営者な

どを核 に,福 祉 医療関係やボランティアが中心 となって,

地域の高齢者,障 害者の生活課題を検討 している。そ し

て こうした種々な活動のネ ッ トワークの結節点として,

月一度のオープンな定例会 を持っ釜 ヶ崎のまち再生フォ

ーラムが担っている。

い くつかのNPOや ボランテ ィア団体がようや くまち

づ くりに参画できる段階を迎えたが,ま ちづ くり自体は

まだ緒 にっいたばかりである。図5-1に 当面の課題を列

挙 したが,課 題①のように,あ い りん地域 を今まで支え

てきた男性単身 日雇労建設働者 の新規流入の減少 と高齢

化 により,目 雇建設労働者を中心とす るまちそのものが

今後再生産 され うるのかどうか,あ るいは雇用形態の変

化,外 国人労働者 の流入,現 代的不安定雇用層の増大な

どを背景にした,そ うした受け皿へ変身するのか,あ る



いはグローバルな旅人のた めの空間 とかス トリー ト・マ

ーケッ トのよ うな消費空間としての色合いを濃 くしてゆ

くのか,あ るいは福祉のまちとして貧困者 を受 け入れ,

そ して生きがいを与 え,こ の地で トランポ リンのごとく

貧困者に活力を与 えるよ うな貧 しい人に優 しい空間へ と

す るのか,ま ちづ くりの中期的な見通 しを立てるこ とは,

あい りん地域の今後 を考える上でも根幹 となろう。

現実のあい りん地域では,図5-1の ように7つ のサポ

ーテ ィブ ・ハ ウス ,30棟 を越 えると言われ る看板替えマ

ンシ ョン,居 宅保護者の住む民間アパー トの急増 と,そ

こに見 られ る課題④,⑤,⑥ から,こ の 「最近のシステ

ム」では,福 祉への ドライブが大きく働いている。前2

施設だけで4,000室 近い生活保護者用の居住空間が提供

され,生 活保護 とい うセイ フティ ・ネ ッ トによ り,元 野

宿生活者 を中心に して,住 民 として地域 に根づき,生 活

と居住安定の基礎 を得ている。この生活保護者の増加 カミ,

表2-1～2-3に 見 られる西成 区の近年の生活保護率の異

常な急増 につなが り,そ して受給者の高齢化 と,地 区的

にも上記の住宅資源 が集中する,萩 之茶屋,山 王,弘 治,

今宮校 区での 日本平均の15～19倍 とい う生活保護率の

急騰がある。西成 区だけの実数で,広 島市や北九州市 を

上回 り,川 崎市や名古屋市に匹敵す るよ うな,尋 常なら

ざる数 の生活保護者 を抱え,200人 近い福祉事務所のス

タッフで,ひ とりで400も のケース数を抱えていること

も事実なのである。今後 も生活保護者 が増加すること力弐

システム的にも明 らかになった現在において,市 更相や

福祉事務所だけで なく,NPOな どとの相互連携をベー

スに した施策以外 に道のない ことも明白である。

5.2ま ちづくりの課題と展望

行政 との相互連携 とい う観点か らが,サ ポーテ ィブ・

ハウスや,居 特保護のかか?た 高齢者 の集ま りやケアを

行 うつきみそ うの会や さっきつつ じの会では,生 活保護

の高齢者に既 に関わってお り,ケ アスタッフを有す るそ

の体制は,福 祉事務所の業務の一部肩代わ りでもある。

まちづ くりとい う観点か らこのサポーティブ ・ハウスの

現状を紹介 しておきたい。

入居者の半数以上 が,生 活 に満足 してお り(半 数以上

は野宿経験者),簡 宿時代 と同 じ広 さの部屋の構造や設備

について も,広 さは狭い と言 うよ り普通であるとい う評

価が圧倒的で,相 対的に満足 している。部屋でごろごろ

した り,時 々散歩に出る程度の生活スタイルか らは,あ

ま り多 くのことをのぞんでいないが,老 後に健康に不安

をもちながら,永 住 したい とい うのが3分 の2に 達 して

いる。ボランティア活動や,サ ポーティブ ・ハウス内や

地域 の行事に積極的に参加す る人も少なからず存在 し,

何かボランティア して,世 話 になったことを返 したい と

い うよ うな意向が,地 元の町内会で も認識 されは じめ,

サポーティブ ・ハ ウスを基盤 とした町内会が誕生す ると

い う画期的な出来事 もまもなく実現す る。初めてそ うい

う空 間と時間を得た,生 活保護 をもらって もプライ ドを

もって生きてゆけるまち,自 尊 とい ケものがある程度保

証 される,こ'う した空間の保証が,ま ちづ くりにはきわ

めて大きな力 となるはずである。同様なことは,単 身高

齢者の当事者組織であるつきみそ うの会や さつきつつ じ

の会の活動に うかがえよう。 こうした動きに西成の同和

地区で多く育 ってきた,半 福祉半就労型の さま ざまな組



織や仕掛 けとも連携 してゆくことが強 く望まれる。
一方 ,も うひ とつのまちづ くり基礎 となる要の施設は,

自立支援セ ンターである。西成区外に立地す るセンター

分 のデー一・・タであるが,図5-1に もあるように,就 労自立

で民間アパー ト・マンシ ョン居住 を脱野宿生活者の ゴー

ル とする重要な役割を担 ってい る。就労退所アパー ト自

立(そ の多 くが木賃アパー トで あるが)し た事例におい

て,就 労継続 が6割 弱,居 宅保護や施設に移行 した事例

が1割 弱で,そ の他の3割 強は不明か再野宿 とい う状況

である。アフターフォ ローの重要性 は,こ の値 に端的に

うかが えよう。就 労退所時には,ア パー トへの敷金など

支払後の所持金の平均が23万 円強,10万 円に満たない

事例は4割 存在する。職種は,野 宿直前職 から大転換が

起 こ り(就 労形態 の ミスマ ッチ〉,警 備員,清 掃員の2

職種で全体の4割 弱 とな り,製 造業,調 理 と続き,建 設

業は1割 に満たな くなる。農業への就労 も1割 弱み られ

る。平均月収は15万 円強である。住む場所については,

センター徒歩圏内に2割,自 転車圏内で1割 弱,守 口市

も含めた大阪市居住が半分強に下がる。 かな りの退所者

が府内や他府県居住 をす ることになる。大阪市内で野宿

生活 していた人の入所施設であることか らも,就 労退所

後に大 きな居住地移動演起 こってい ることも判明す る。

住居条件の厳 しいインナーシティでの脱野宿後生活に

おいて,グ ループホーム的にセンターの近辺で居住 し就

労 している事例 に,よ い結果が多 く現れている。センタ

ー通所 といったドロップ・イン・センターのような安心拠点 と

す るまちづ く りが少 しずっできっっある。 しか し少なく

とも住居面の環境はきび しい。 しかも,3年 時限施設で

あ り,今 後 の存続 のためにも,地 元の了解 がぜひ とも必

要であ る。 また,2万 円以下の木造アパー ト独居の現実

に対 して,家 賃補助 といった住宅賃貸に関す るイ ンセ ン

ティブ を高めるような,あ るいは就労をなんとか果た し

た人の継続 的雇用を可能にするよ うな,経 営者への失業

者雇用のイ ンセ ンテ ィブを増す仕組みカミ必要である。

野宿生活者支援をべ一スにしたインナーシテ ィのまち

づ くりは,こ の大阪 と東京の山谷で始まったばか りであ

り,ま た広範 なNPOや ボランティアを巻 き込んだ,日

本では新 しいまちづ くりであることに間違いない。 この

まちづ くりにあたって,成 功の鍵はNPOや ボランティ

アの力量 と事業蓄積,そ して行政 のイニシアティブ と柔

軟性,そ して資金である。前2者 は,目 本では決定的に

未成熟である。アメ リカでは,住 宅都市開発省 がイニシ

アテ ィブ を と り,ア ウ トリー チ,中 間的 支援住宅 を

NPO・ 民間委託 として,生 活保護 を 「切 り売 り」 しなが

ら,野 宿生活者の経済的 自活 をはかる方式 を取っている。

警察,カ ウンセ ラー,行 政,NPOな ど,地 域の人々がみ

んなよってたかってアウ トリーチを している,地 域を社

会が引き受け,か つ地域が支えてあなたがアパートに住ん

でもお付き合いするのはわれわれですよ,というシステムが貫

徹 している。多くのチャネルか らの資金調達をし,市 民

が持てる多様性 を最 大限に駆使 して,実 践 しなが ら社会

的公正を正 しく問いただ してゆ く,こ うした取 り組みの

姿勢は,断 然アメ リカで豊 かである。そ して老朽 ホテル

を次か ら次へ と買収 して,小 洒落た野宿生活者用の宿泊

施設に改造 し,荒 廃気味のインナーシティをジェントリフィケ

ーションするような,サ ンフランシスコやニューヨークのまちづく

りのダイナミズムには勢いがある。

アジア先進資本主義国で,野 宿生活者支援の拠点が,

まちづ くりの拠点 ともなっているのが,香 港の事例であ

ろ う。1960年 代からの公営住宅政策 とスクォッター政策

の長い伝統のもと,野 宿生活者 を含 めた住宅困窮者への,

さまざまな中間的支援住宅が,NPOやNGOの 経営のも

とに運営 されている。特に2001年4月 よ り開始された,

「路上生活者 を支援す るための3ヵ 年の行動計画」では,

アウ トリーチから,ホ ステルの提供,就 労支援のプログ

ラムが,ハ ー ド,ソ フ ト面できっち りとセ ッ トされ,高

齢者や精神障害者 の問題 とも合体 させて,そ して都市再

生のプログラムのなかにも一部連動 し,そ の政策効果の

検証まで行われている。 これ らのNPO,NGOの 大部分

がキリス ト教をバ ックに し,香 港政庁時代のある程度の

民間への福祉サー ビスの委任の伝統が,こ うした活発で

迅速な支援行動を生み出す素地 となっている。

同様 のことは,韓 国でもいえる。 もともとキリス ト教

系団体やNGOが,市 民の住宅運動を支えてきている。

立ち退き反対運動キャンペーンをはった り,貧 困者サイ

ドの政策遂行のための政府への圧力団体 として活動 して

いる団体 もい くつかある中で,1997年 のIMF危 機で誘

発 された野宿生活者の激増 による危急の事態を,自 治体

などと合同で,「 希望の家」や 「自由の家」を設置 し,公

的就労や就業紹介の実施な どによ り,翌 年 にはその数 を

大幅に減少 させることに成功 した。必ず しもまちづ くり

と直結 した事業ではなかったが,い ずれにして も,こ れ

らの先例は,野 宿生活者の支援 とい う厳 しい現実に顔 を

向け,自 ら取 り組み実践 し,そ して学ぶことそのものが,

エ ンパ ワー メン トに結びついている。 あい りん地域のま

ちづ くりは,そ の意味でも,多 くの素材をわれわれに与

えて くれるし,そ こか ら新たなまちづくりを,人 づ くり

を実践 してゆかねばならない。

注1)固 有名詞 以外 の,あ い りん地域,釜 ヶ崎の 呼称について1971

年 のあい りん体制 の完成 以後 をあい りん地域 と称 し,そ れ以前

を釜 ヶ崎 と称 して,原 則 として使 い分けてい る。ただ歴史的 に

微妙 な時期 は両地名 を併記 した。
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